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   犬山市都市計画法に基づく開発行為等の許可の基準に関する条

例 

 

（趣旨） 

第１条  この条例は、都市計画法（昭和４３年法律第１００号。以下

「法」という。）第３４条第１１号及び第１２号並びに都市計画法

施行令（昭和４４年政令第１５８号。以下「令」という。）第３６

条第１項第３号ハの規定に基づき、市街化調整区域における開発行

為 及 び 建 築 物 の 新 築 、 改 築 又 は 用 途 の 変 更 （ 以 下 「 新 築 等 」 と い

う。）の許可の基準に関し必要な事項を定めるものとする。 

 （法第３４条第１１号の条例で指定する土地の区域） 

第２条  法第３４条第１１号の条例で指定する土地の区域（以下「指

定区域」という。）は、次の各号のいずれにも該当する土地の区域

として市長が指定する土地の区域とする。 

(1) 市街化区域に隣接し、又は近接し、かつ、自然的社会的諸条件

から市街化区域と一体的な日常生活圏を構成していると認められ

ること。 

(2) ５０以上の建築物（市街化区域内にあるものを含む。）が、敷

地間の距離が５０メートル以内で連たんしている地域内にあるこ

と。 

(3) 次に掲げる土地の区域を含まないこと。 

  ア  令第２９条の９第１号から第６号までに掲げる区域（災害の

防止が図られている土地の区域として市長が認める土地の区域

を除く。） 

  イ  アに掲げるもののほか、令第８条第１項第２号ロからニまで

に掲げる土地の区域として市長が認める土地の区域 

(4) 土地の区域内にある農地法（昭和２７年法律第２２９号）第２

条第１項に規定する農地の面積の合計が、４ヘクタールを超えな

いこと。 

(5) 土地の区域内にある建築物の敷地の面積の合計が、土地の区域
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の面積の４０パーセントを超えていること。 

(6) 土地の区域内にある主要な道路が、幅員６メートル以上で通行

の安全上支障がないように適当に配置されており、かつ、土地の

区 域 外 に あ る 幅 員 ６ ． ５ メ ー ト ル 以 上 の 道 路 に 接 続 し て い る こ

と。 

(7) 次のいずれかに該当すること。 

ア  下水道法（昭和３３年法律第７９号）第２条第８号に規定す

る処理区域内、同法第５条第１項第５号の予定処理区域内又は

農業集落排水施設若しくは市が整備した水質汚濁防止法（昭和

４５年法律第１３８号）第１４条の５第１項に規定する生活排

水処理施設により下水道法第２条第１号に規定する汚水を有効

に排出することができる区域内にあること。 

イ  鉄道駅の中心から１キロメートル以内であること。 

２  指 定 区 域 の 境 界 は 、 道 路 、 鉄 道 そ の 他 の 施 設 、 河 川 そ の 他 の 地

形、地物等土地の範囲を明示するのに適当なものにより定めるもの

とする。ただし、これにより難い場合には、町界、字界等により定

めるものとする。 

３  市長は、第１項の指定をするときは、その旨を公示しなければな

らない。 

４  第１項の指定は、前項の規定による公示によってその効力を生ず

る。 

５  前２項の規定は、指定区域を変更し、又は廃止する場合について

準用する。 

 （環境の保全上支障があると認められる予定建築物等の用途） 

第３条  法第３４条第１１号の開発区域及びその周辺の地域における

環境の保全上支障があると認められる用途として条例で定める法第

３０条第１項第２号に規定する予定建築物等の用途は、次に掲げる

用途以外の用途とする。 

(1) 建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）別表第２（い）項第

１号から第３号までに掲げる建築物で、次のいずれにも該当する
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ものの用途 

  ア  敷地面積が２００平方メートル以上であること。ただし、一

戸建ての住宅の敷地で、前条第３項（同条第５項において準用

する場合を含む。）の公示の日以後に分筆等による分割がなさ

れていないものについては、この限りでない。 

  イ  高さが１０メートル以下であること。ただし、次に掲げる線

をそれぞれ次に定める線とみなしたとしても建築基準法第５６

条の２の規定による制限に適合する場合であって、周辺の環境

に悪影響を及ぼさないと認められるときは、この限りでない。 

   (1) 敷地境界線 敷地境界線から水平距離５メートルの線 

   (2) 敷地境界線から水平距離５メートルの線 敷地境界線から

水平距離１０メートルの線 

(2) 自己の業務の用に供する建築基準法別表第２（い）項第４号か

ら第９号まで又は同表（は）項第２号から第４号までに掲げる建

築物で、前号ア及びイのいずれにも該当するものの用途のうち、

開発区域及びその周辺の地域における環境の保全上支障がないと

認められる用途として指定区域ごとに市長が指定する用途 

２  市長は、前項第２号の用途を指定するときは、その旨を公示しな

ければならない。 

３  第１項第２号の用途の指定は、前項の規定による公示によってそ

の効力を生ずる。 

４  前２項の規定は、第１項第２号の規定により指定した用途を変更

し、又は廃止する場合について準用する。 

（法第３４条第１２号の規定により条例で定める開発行為） 

第４条  法第３４条第１２号の規定により条例で定める開発行為は、

次に掲げる開発行為とする。 

(1) 次のいずれにも該当する開発行為 

  ア  開発区域に次に掲げる土地の区域を含まないこと。 

   (1) 令第２９条の９第１号から第６号までに掲げる区域（災害

の防止が図られている土地の区域として市長が認める土地の
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区域を除く。） 

   (2) (1)に掲げるもののほか、令第８条第１項第２号ロからニま

でに掲げる土地の区域として市長が認める土地の区域 

イ  法第１８条の２の規定により定められた本市の都市計画に関

する基本的な方針において、新たな産業用地としての土地利用

を 目 指 す 地 区 の う ち 、 市 長 が 指 定 し た 区 域 内 に お い て 行 う こ

と。 

ウ  市長が別に定める産業に属する事業の用に供する工場又は研

究所で、自己の業務の用に供するものを建築する目的で行うこ

と。 

エ  開 発 区 域 の 規 模 が 、 開 発 区 域 内 に お い て 予 定 さ れ る 建 築 物

（以下「予定建築物」という。）をその用に供する事業の計画

に照らし適正なものであり、５ヘクタール（開発行為が完了す

るまでの間に、開発区域が法第１２条の４第１項第１号に掲げ

る地区計画の区域（法第１２条の５第２項第１号に掲げる地区

整備計画が定められている区域に限る。）内となることが確実

であると見込まれる場合にあっては、２０ヘクタール）未満で

あること。 

オ  予定建築物の敷地の主たる出入口が面する道路の幅員が、９

メートル（予定建築物の敷地面積が１ヘクタール未満である場

合にあっては、６メートル）以上であること。 

カ  開発区域周辺の土地利用上支障がなく、かつ、周辺の環境に

悪影響を及ぼさないと認められること。 

 (2) 優良田園住宅の建設の促進に関する法律（平成１０年法律第４

１号）第４条第１項の規定による認定を受けた優良田園住宅建設

計画に基づいて行う開発行為 

２  第２条第３項及び第４項の規定は、前項第１号イの規定により区

域を指定し、又は同号イの規定により指定した区域を変更し、若し

くは廃止する場合について準用する。 

（令第３６条第１項第３号ハの規定により条例で定める建築物の新築



 

5 

等）  

第５条  令第３６条第１項第３号ハの規定により条例で定める建築物

の新築等は、次に掲げる建築物の新築等とする。 

 (1) 次のいずれにも該当する建築物の新築等 

  ア  建築物の新築等を行う土地の区域に前条第１項第１号アに掲

げる土地の区域を含まないこと。 

  イ  前条第１号イで指定した区域内において行うこと。 

ウ  市長が別に定める産業に属する事業の用に供する工場又は研

究所で、自己の業務の用に供するものの新築等であること。 

エ  新築等を行う建築物の敷地の規模が、当該建築物をその用に

供 す る 事 業 の 計 画 に 照 ら し 適 正 な も の で あ り 、 ５ ヘ ク タ ー ル

（建築物の新築等が完了するまでの間に、当該建築物の敷地が

法第１２条の４第１項第１号に掲げる地区計画の区域（法第１

２条の５第２項第１号に掲げる地区整備計画が定められている

区域に限る。）内となることが確実であると見込まれる場合に

あっては、２０ヘクタール）未満であること。 

オ  新築等を行う建築物の敷地の主たる出入口が面する道路の幅

員が、９メートル（当該建築物の敷地面積が１ヘクタール未満

である場合にあっては、６メートル）以上であること。 

カ  建築物の新築等を行う土地の区域周辺の土地利用上支障がな

く 、 か つ 、 周 辺 の 環 境 に 悪 影 響 を 及 ぼ さ な い と 認 め ら れ る こ

と。 

 (2) 優良田園住宅の建設の促進に関する法律（平成１０年法律第４

１号）第４条第１項の規定による認定を受けた優良田園住宅建設

計画に基づいて行う建築物の新築等 

附  則  

この条例は、平成２８年４月１日から施行する。 

   附  則  

この条例は、平成３０年４月１日から施行する。 

   附  則  
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この条例は、平成３１年４月１日から施行する。 

   附  則  

この条例は、令和４年４月１日から施行する。 


